
（様式1）          研究事業評価調書（平成22年度）          平成25年12月19日作成 

事業区分 経常研究（基盤） 研究期間 平成23年度～平成27年度 評価区分 途中評価 

養殖魚類の育種技術開発 研究テーマ名 

（副題） （育種技術導入による競争力のある養殖用種苗づくり） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 総合水産試験場 種苗量産技術開発ｾﾝﾀｰ 魚類科 山田敏之 

＜県長期構想等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 
基本理念 産業が輝く長崎県 

政策 ４．力強く豊かな農林水産業を育てる 
施策 （４）収益性の高い、安定した漁業・養殖業の実現 

長崎県科学技術 
振興ビジョン 

基本目標 競争力のある産業により雇用が拡大した社会 

２－１．産業の基盤を支える施策 
（２）力強く豊かな農林水産業を育てるための、農林水産物の安定生産と 
付加価値向上 

長崎県水産業振興 
基本計画 

基本目標Ⅱ．収益性の高い、安定した漁業・養殖業の経営体づくり 
基本施策６．収益性の高い養殖業の育成 

１ 研究の概要(100文字) 

既存の養殖魚と質的差別化が図られ、価格競争において優位に立てる品種を作出するため、最新の育種技

術を取り入れた種苗の生産技術開発に取組む。 

研究項目 
① 人工種苗の性コントロール技術の開発（トラフグ・ホシガレイ） 
② 優良品種作出のための育種技術の開発（トラフグ） 

２ 研究の必要性 

１) 社会的・経済的背景及びニーズ  
県内養殖業界は、餌料の高騰、魚価の低迷および販売不振により経営が危機的状況にある。業界は、高 

価格で売れる養殖魚の開発を強く望んでおり、代表種であるトラフグについては種苗生産、養殖生産量共に

日本一であるため、その優位性を高めるには良質な白子を持った雄のトラフグ（全雄化）など質の高い品種

開発を望んでいる。ホシガレイは、ヒラメと比べ良質な肉質から高価で取引されているため他と差別化が図

られる新たな養殖種として期待され、雌が雄の 2 倍の成長を示すことから雌のみ生産できれば養殖の有望

種となる。ハタ類は、これまでマハタについて技術開発し、中国など海外への輸出に視野を入れた養殖種と

して県内の民間種苗生産機関に技術移転中であるが、他との優位性を高めシェアを獲得していくためには、

成長や肉質のよい品種や海外市場のニーズに応える新しい品種の開発が必要とされている。 

 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

性のコントロールについては、ヒラメ、マツカワ等で試みられており、トラフグの雄化においても、近畿大学

等で飼育環境を調整して試みられているが、実用化には至っていない。一方、優良形質を有する親魚の確

保については、県内の優良種苗生産機関が独自に取り組んでいる状況であるが、全国的に見ても科学的な

根拠を持った優良家系の探索については今後の課題である。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
23

Ｈ
24

Ｈ 
25 

Ｈ 
26 

Ｈ 
27 

単位 

目標 4 4 4 4 4 
①－１ YY雄の作出技術開発(トラフグ)  ＊１ 

精原細胞移植

試験 
実績 6 2    

回 

目標 1 1 1 1 1 
①－２ 

全雌生産のための偽雄生産試験(ホシガ

レイ) ＊２ 
偽雄作出試験 

実績 1 1    
回 

目標 1 1 3 3 3 

② 
優良親魚同士の交配による優良品種の

探索(トラフグ) ＊３ 

優良親魚の交

配 
実績 3 3    

回 



１） 参加研究機関等の役割分担 

東京海洋大学、北里大学：全雄化種苗開発に伴う新技術開発 

東京大学：対象魚の遺伝子解析関係 

大島種苗・長崎種苗・金子漁業：トラフグ 

長崎大学：全雌化に関する研究 

２） 予算 
 

財源 研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 

研究費 
（千円） 

国庫 県債 その他 一財 

全体予算 160,490 100,000 60,490   60,490

23年度 31,184 20,000 11,184   11,184

24年度 31,082 20,000 11,082   11,082

25年度 30,258 20,000 10,258   10,258

26年度 33,983 20,000 13,983   13,983

27年度 33,983 20,000 13,983   13,983

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

（研究開発の途中で見直した事項） 

･H24年度から、①-2について、3 効率性の研究内容･方法の項「XX雄の作出技術開発（ホシガレイ）」を
「全雌生産のための偽雄生産試験（ホシガレイ）」に変更。この変更に伴い活動指標の目標も年 1 回に変
更。変更の理由は、脚注※2 参照。・H24 年度から、①-2 および②の対象魚は、トラフグにより力を入れた取組を
行なうため②「優良親魚同士の交配による優良品種の探索」の対象魚種からハタ類を除いた。 
４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ 
23

Ｈ 
24

Ｈ 
25

Ｈ 
26

Ｈ 
27

得られる成果の補足説明等 

①-1 
全雄化用YY雄の

作出 
1   (1)   1 トラフグYY雄の作出 

①-2 偽雄生産試験 1      1 ホシガレイ全雌生産の可能性の検討 

② 
優良形質を持っ

た親魚の確保 
1   1 トラフグ親魚の確保 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

本事業は、全国的に先駆けた取組みであり、国内で先端技術を持つ大学（東京海洋大、東大等）と連携し

て進めるほか、育種素材の探索や評価においては、長崎県の各種苗生産機関と連携して効率的に進めるこ

とができる。 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

行政等関係機関と連携して、県内種苗生産機関への技術移転を図り、優良品種の安定供給を図る。 

※長崎県には、魚類の種苗生産機関が民間を含めて１５機関あり、水試が中心となって長崎県種苗生産技

術研究会を組織して、技術レベルの向上等を図っている。 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

人工種苗の性コントロール技術が完成すると、精巣が珍重され高値で取引されるトラフグでは遺伝的裏付

に基づいて優良な全雄種苗生産を行うことで、トラフグ養殖生産量；80 億円が単純計算して 1.5 倍となり、約

120 億円となる。さらにホシガレイについては、天然資源が減少する中、養殖によって安定生産でき、雌は雄

より成長が早く、高値で養殖対象として有利であることから、魚価の安定や計画出荷に役立ち、漁家経営へ

の安定につながることが可能になる。 

（研究開発の途中で見直した事項） 

H24年度から、①-2について４ 有効性の成果指標の項 全雌化用偽雄魚（XX）の作出」を「全雌化用偽雄魚の
作出」に変更。変更の理由については脚注※2参照。また、あらたな成果指標として①-1全雄化用YY 雄の作出を追
加 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２２年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ ) 

・必 要 性 ： Ｓ 

県内の魚類養殖業は、魚価の低迷や販売不振に

より経営が危機的状況にあり、競争力のある高価

格で売れる養殖魚の開発・改良が強く望まれてい

る。付加価値の高い養殖魚（家系・品種）を開発して

販売競争において優位に立つためには、既存の養

殖魚との質的差別化を可能とする育種技術を開発

する必要がある。 

・効 率 性 ： Ａ 

国内の最先端技術を有する大学および親魚を保

有する県内民間種苗生産機関と連携することで効

率的に研究を進める。 

・有 効 性 ： Ａ 

本事業で開発した技術を、行政機関と連携し種苗

生産機関へ技術移転するとともに生産された種苗

を魚類養殖業界に普及・展開することで、販売競争

で優位に立ち収入の安定・増加が期待される。 

・総合評価 ： Ａ 

県内の魚類養殖業は、魚価の低迷や販売不振に

より経営が危機的状況にあり、付加価値の高い養

殖魚（品種）を開発して販売競争において優位に立

つためには、既存の養殖魚との質的差別化を可能

とする育種技術を開発する必要がある。 

国内の最先端技術を有する大学および親魚を保

有する県内民間種苗生産機関と連携することで効

率的に研究を進め、開発した技術を、行政機関と連

携し種苗生産機関へ技術移転するとともに生産さ

れた種苗を魚類養殖業界に普及・展開することで、

販売競争で優位に立ち収入の安定・増加が期待さ

れる。 

（２２年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 ： A 

雌性或いは雄性の特徴を発現させた種苗は市場

ニーズがあり、高品質の養殖用種苗生産の技術を

確立していくことの社会的要望は強い。 

 

 

 

 

・効 率 性 ： A 

複数の研究機関、民間種苗生産機関との共同研

究を効率的に導入している。 

 

・有 効 性 ： A 

高成長、高付加価値の種苗作出は、養殖業界に

とって有効性が高い。特に、トラフグに関する当該

技術が確立されれば、本県の優位性が出てくること

が期待される。 

・総合評価 ： A 

有用な特許取得も視野に入れており、水産研究

としての水準も高い。早期の技術確立を望む。これ

らの技術により生産された魚の市場での評価に配

慮しながら進めて欲しい。種苗生産技術の開発に

係る研究課題が前記「良質な種苗の生産技術開発」

と同時に進行することになるので、課題名について

検討するよう指摘を行い、課題名を「養殖魚類の育

種技術開発」と変更した。 

 対応 対応 

技術開発の進展を促進するために、県内種苗生

産業者、漁協および養殖業者との連携のもと、求め

られる技術開発に努力します。また、市場や消費者

のイメージする生産物の安全・安心に考慮したブラ

ンド化を図るように配慮します。 

 

 

途 

 

中 

（25年度） 

評価結果 

(総合評価段階： S ) 

・必 要 性 ： Ｓ 

県内の魚類養殖業は、魚価の低迷や販売不振に

より経営が危機的状況にあり、競争力のある高価

格で売れる養殖魚の開発・改良が強く望まれてい

る。付加価値の高い養殖魚（品種）を開発して販売

（25年度） 

評価結果 

(総合評価段階：S   ) 

・必 要 性： Ｓ 

県内の養殖業者は、魚価の低迷と消費の低迷で

厳しい状況にあり、価格向上のための「トラフグ雄

化」や「ホシガレイ雌化」の品質向上技術開発は大

きく期待され、必要性は高い。遺伝子組み換えでな



競争において優位に立つためには、既存の養殖魚

との質的差別化を可能とする育種技術を開発する

必要がある。 

  

 

・効 率 性 ： S 

国内の最先端技術を有する大学および親魚を保

有する県内民間種苗生産機関と連携することで効

率的に研究を進めている。トラフグ全雄化用 YY 雄

の作出については、東京海洋大学、東京大学との

密な共同研究により、これまでに、1個体のYYを作

出することができており（寄生虫症により死亡）、技

術の実現可能性を示すことができた。トラフグの優

良形質の探査においては、雄の「早熟」（出荷まで

に白子がはる）および「高成長」等の親魚候補の精

子を譲り受け、交配試験を水試で実施。生産種苗の

養殖試験を県内養殖業者に委託して実施中。ホシ

ガレイ全雌生産技術開発については、効率的な性

判別法を開発したことから、全雌生産に必要な偽雄

を容易に選別できることとなった。 

・有 効 性 ： Ａ 

本事業で開発した技術を、行政機関と連携し種苗

生産機関へ技術移転するとともに生産された種苗

を魚類養殖業界に普及・展開することで、販売競争

で優位に立ち収入の安定・増加が期待される。現

在、トラフグの性統御、優良形質の探索において

は、県内種苗生産業者と密接な情報交換を行ない

ながら研究を進めていることから、開発後の技術移

転等も円滑に行えるもとの考えられる。 

・ 総合評価 
  県内の魚類養殖業は、魚価の低迷や販売不振に

より経営が危機的状況にあり、付加価値の高い養殖

魚（品種）を開発して販売競争において優位に立つた

めには、既存の養殖魚との質的差別化を可能とする

育種技術の開発および実際の育種の必要性が高まっ

ている。国内の最先端技術を有する大学および親魚

を保有する県内民間種苗生産機関と連携することで

効率的に研究を進めており、現時点で、研究は順調に

進展している。特にトラフグの代理親魚技術による YY

雄の作出については、世界初の業績であり種苗生産・

養殖業界から注目されている。また、種苗生産機関お

よび行政機関と連携しながら研究を進めていることか

ら種苗生産機関への技術移転および種苗の魚類養殖

業界への普及・展開が円滑に進められるものと期待さ

れる。これらのことから、本研究事業は県内種苗生産

および養殖業者の競争力の向上に貢献し、販売競争

で優位に立ち収入の安定・増加につながるものと期待

される。 

 

い育種の必要性は高く、性コントロールは社会的意

義の大きい研究テーマでもある。トラフグの育種に

ついては県内の一部の生産者が５、６年前から別

手法で取り組んでいるため、本研究の意義と目的を

十分明確にする必要がある。  

・効 率 性： A 

大学との共同研究体制の中で、研究目標は適切

に管理され、予定より早い研究の進展が見られる

など進捗状況も順調で、効率性について高く評価し

たい。遺伝様式の解明成果をもとに、計画的に練ら

れた研究デザインのもとに研究が進められている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有 効 性： Ｓ 

トラフグの全雄化（性コントロール）の技術は他魚

種への応用が見込まれ、成果の水産経済に対する

波及効果はかなり高いと思料される。県水試が開

発した技術であり、県内種苗生産施設に限定した技

術使用とすれば、他県との差別化を図ることも期待

できる。 

 

 

・総合評価： Ｓ 

トラフグ全雄化の育種技術開発は国内でも初め

ての技術開発であり、学術的な意義も大きく、研究

最終目標が得られれば長崎県の養殖業者の収益

拡大につながる。さらに雌雄決定の温度等の因子

が解明されれば、全雄、全雌育種が可能となり評価

は極めて高くなる。理論的には生態系への影響は

ないとの説明であったが、研究を進める過程にお

いては常に生態系への影響についても考慮する必

要がある。今後のこの技術の民間普及について

は、知財を守りながら薄利多売にならないような販

売戦略が構築されることを期待する。 



 対応 対応 

トラフグ育種については、県内種苗生産業者が

経験的に取り組んできた優良形質をもった親魚に

ついて、科学的に形質を評価し、その形質の固定を

目的としています。今後とも、県内種苗生産業者と

密接に協力して育種に取り組んでいきたいと考えて

います。また、トラフグ全雄生産のための超雄個

体、ホシガレイ全雌生産のための超雌個体の取り

扱いについては、環境中への放出がないよう万全

の飼育管理をおこないつつ研究を進めます。 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 
Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 
Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 
１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 




